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 行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。 

  平成28年３月31日 

佐賀県知事  山  口  祥  義    

 佐賀県規則第19号 

   行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （佐賀県青少年健全育成条例施行規則の一部改正） 

第１条 佐賀県青少年健全育成条例施行規則（昭和52年佐賀県規則第43号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （知事が指定する団体等）  （知事が指定する団体等） 

第２条の２ 条例第13条第４項に規定する知事の指定するものが審

査し、青少年の視聴を不適当としたものは、次に掲げる団体が18

歳未満の者に対して販売し、又は貸し出すことを禁止したもの（15

歳未満の者に対してのみ販売し、又は貸出すことを禁止したもの

を除く。）とする。 

第２条の２ 条例第13条第４項に規定する知事の指定するものが審

査し、青少年の視聴を不適当としたものは、次に掲げる団体が18

歳未満の者に対して販売し、又は貸し出すことを禁止したもの（15

歳未満の者に対してのみ販売し、又は貸出すことを禁止したもの

を除く。）とする。 

 (1) 一般社団法人映像倫理機構  (1) 一般社団法人日本コンテンツ審査センター 

 (2) 略  (2) 略 

様式第９号（第５条関係） 様式第９号（第５条関係） 

 略 

 この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（昭和37年法

律第160号）の定めるところにより、この処分があったことを知

った日の翌日から起算して60日以内に知事に対して、異議申立

てをすることができます。 

 また、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定により、

この処分を知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として取消訴訟を

提起することができます。 
 

 略 

 この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（平成26年法

律第68号）の定めるところにより、この処分があったことを知

った日の翌日から起算して３月以内に知事に対して、審査請求

をすることができます。 

 また、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定により、

この処分を知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として取消訴訟を

提起することができます。 
 

 （生活保護法施行細則の一部改正） 
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第２条 生活保護法施行細則（昭和59年佐賀県規則第35号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （委任）  （委任） 

第２条 法第19条第４項の規定により、法第24条から第28条まで、

第30条から第37条の２まで、第48条第４項、第62条第３項及び第

４項、第63条、第76条第１項、第77条第２項、第78条の２第１項、

第80条並びに第81条に規定する知事の保護の決定及び実施に関す

る事務は、佐賀県保健福祉事務所設置条例（平成17年佐賀県条例

第77号）第１条に規定する保健福祉事務所の長（以下「保健福祉

事務所長」という。）に委任する。 

第２条 法第19条第４項の規定により、法第24条から第28条まで、

第30条から第37条の２まで、第48条第４項、第55条の６第１項及

び第２項、第62条第３項及び第４項、第63条、第76条第１項、第

77条第２項、第78条の２第１項、第80条並びに第81条に規定する

知事の保護の決定及び実施に関する事務は、佐賀県保健福祉事務

所設置条例（平成17年佐賀県条例第77号）第１条に規定する保健

福祉事務所の長（以下「保健福祉事務所長」という。）に委任す

る。 

２・３ 略 ２・３ 略 

様式第27号（第５条関係） 様式第27号（第５条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定
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改正前 改正後 

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 

様式第27号の２（第５条関係） 様式第27号の２（第５条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 
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改正前 改正後 

様式第27号の３（第５条関係） 様式第27号の３（第５条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 

様式第61号（第25条関係） 様式第61号（第25条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対      ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対
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改正前 改正後 

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 

様式第63号（第26条関係） 様式第63号（第26条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき
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改正前 改正後 

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 

様式第64号（第27条関係） 様式第64号（第27条関係） 

  略   略 

１・２ 略 

３ 不服申立ての教示の有無及びその内容 
 

１・２ 略 

３ 審査請求の教示の有無及びその内容 
 

  略   略 

様式第66号（第29条関係） 様式第66号（第29条関係） 

  略   略 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

 （注） １ この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対して審査請求をすることができます。 

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消

     ２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対

する裁決を経た後でなければ提起することができませ

ん。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐賀県

（代表者は佐賀県知事となります。）を被告としてこ

の決定の取消しの訴えを提起することができます。た

だし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消
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改正前 改正後 

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日から50日を経過しても裁決が

ないとき。 

 

 

 

 

      (2)・(3) 略 

しの訴えを提起することができます。 

      (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

      (2)・(3) 略 

     ３ 略      ３ 略 

 （中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則の一部改正） 

第３条 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則（平成20

年佐賀県規則第46号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （委任）  （委任） 

第２条 法第14条第４項においてその例によるものとされた生活保

護法（昭和25年法律第144号。以下「保護法」という。）第19条第

４項の規定により、保護法第24条から第28条まで、第30条、第31

条、第33条から第37条の２まで、第48条第４項、第62条第３項及

び第４項、第63条、第76条第１項、第77条第２項、第78条の２第

１項、第80条並びに第81条に規定する知事の支援給付の決定及び

実施に関する事務又は第15条第３項において準用する法第14条第

４項においてその例によるものとされた保護法第24条から第28条

まで、第62条第３項及び第４項、第63条、第77条第２項、第78条

の２第１項、第80条並びに第81条に規定する知事の配偶者支援金

の決定及び実施に関する事務は、次の各号に掲げる地域の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める保健福祉事務所長に委任する。 

第２条 法第14条第４項においてその例によるものとされた生活保

護法（昭和25年法律第144号。以下「保護法」という。）第19条第

４項の規定により、保護法第24条から第28条まで、第30条、第31

条、第33条から第37条の２まで、第48条第４項、第55条の６第１

項及び第２項、第62条第３項及び第４項、第63条、第76条第１項、

第77条第２項、第78条の２第１項、第80条並びに第81条に規定す

る知事の支援給付の決定及び実施に関する事務又は第15条第３項

において準用する法第14条第４項においてその例によるものとさ

れた保護法第24条から第28条まで、第62条第３項及び第４項、第

63条、第77条第２項、第78条の２第１項、第80条並びに第81条に

規定する知事の配偶者支援金の決定及び実施に関する事務は、次

の各号に掲げる地域の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める保
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改正前 改正後 

健福祉事務所長に委任する。 

 (1)～(5) 略  (1)～(5) 略 

 （不服申立て）  （審査請求） 

第13条 略 第13条 略 

様式第19号（第６条関係） 様式第19号（第６条関係） 

 略 

（備考） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対し審

査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁

決を経た後でなければ提起することができません。審査請求

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事と

なります。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起す

ることができます。 

  ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは、

審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを

提起することができます。 

 (1) 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過して

も裁決がないとき。 

 

 

 

  (2)・(3) 略 

３ 略 
 

 略 

（備考） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対し審

査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁

決を経た後でなければ提起することができません。審査請求

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事と

なります。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起す

ることができます。 

  ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは、

審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを

提起することができます。 

 (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定により

不備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該

不備を補正した日）の翌日から起算して50日（50日以内に

同法第43条第３項の規定により通知を受けた場合は70日）

を経過しても裁決がないとき。 

  (2)・(3) 略 

３ 略 
 

 （注） 略  （注） 略 
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改正前 改正後 

様式第20号（第６条関係） 様式第20号（第６条関係） 

 略 

     年  月  日付で申請された中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律等による支援給付については、

下記の理由で支援給付できないので却下します。 

 なお、この決定に不服があるときは、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対し

審査請求をすることができます。 

 また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する

裁決を経た後でなければ提起することができません。審査請求

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となり

ます。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起すること

ができます。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審

査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起

することができます。 

１ 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しても裁

決がないとき。 

 

 

 

２・３ 略 

 略 
 

 略 

     年  月  日付で申請された中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律等による支援給付については、

下記の理由で支援給付できないので却下します。 

 なお、この決定に不服があるときは、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対し

審査請求をすることができます。 

 また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する

裁決を経た後でなければ提起することができません。審査請求

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となり

ます。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起すること

ができます。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審

査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起

することができます。 

１ 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定により不

備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該不備

を補正した日）の翌日から起算して50日（50日以内に同法第

43条第３項の規定により通知を受けた場合は70日）を経過し

ても裁決がないとき。 

２・３ 略 

 略 
 

様式第21号（第６条関係） 様式第21号（第６条関係） 

 略  略 
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改正前 改正後 

（備考） この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対し審査請求をすることができます。 

     また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求

に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告と

してこの決定の取消しの訴えを提起することができま

す。 

     ただし、次の１から３までのいずれかに該当すると

きは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取

消しの訴えを提起することができます。 

    １ 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過

しても裁決がないとき。 

 

 

 

 

    ２・３ 略 
 

（備考） この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対し審査請求をすることができます。 

     また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求

に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告と

してこの決定の取消しの訴えを提起することができま

す。 

     ただし、次の１から３までのいずれかに該当すると

きは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取

消しの訴えを提起することができます。 

    １ 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

    ２・３ 略 
 

様式第21号の２（第６条関係） 様式第21号の２（第６条関係） 

 略 

（備考） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対し審

査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁 

 略 

（備考） 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対し審

査請求をすることができます。 

２ この決定の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁 
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改正前 改正後 

決を経た後でなければ提起することができません。審査請求の

裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事とな

ります。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

  ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは、

審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを

提起することができます。 

 (1) 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過して

も裁決がないとき。 

 

 

 

  (2)・(3) 略 

３ 略 
 

決を経た後でなければ提起することができません。審査請求の

裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事とな

ります。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

  ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは、

審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを

提起することができます。 

 (1) 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定により

不備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該

不備を補正した日）の翌日から起算して50日（50日以内に

同法第43条第３項の規定により通知を受けた場合は70日）

を経過しても裁決がないとき。 

  (2)・(3) 略 

３ 略 
 

 （注） 略  （注） 略 

様式第21号の３（第６条関係） 様式第21号の３（第６条関係） 

 略 

   月  日付で申請された中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律等による配偶者支援金については、下記の

理由で支給できないので却下します。 

 なお、この決定に不服があるときは、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対し

審査請求をすることができます。 

 また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する

裁決を経た後でなければ提起することができません。審査請求 

 略 

   月  日付で申請された中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律等による配偶者支援金については、下記の

理由で支給できないので却下します。 

 なお、この決定に不服があるときは、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対し

審査請求をすることができます。 

 また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する

裁決を経た後でなければ提起することができません。審査請求 
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改正前 改正後 

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となり

ます。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起すること

ができます。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審

査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起

することができます。 

１ 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過しても裁

決がないとき。 

 

 

 

２・３ 略 

 略 
 

の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となり

ます。）を被告としてこの決定の取消しの訴えを提起すること

ができます。 

 ただし、次の１から３までのいずれかに該当するときは、審

査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取消しの訴えを提起

することができます。 

１ 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定により不

備を補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該不備

を補正した日）の翌日から起算して50日（50日以内に同法第

43条第３項の規定により通知を受けた場合は70日）を経過し

ても裁決がないとき。 

２・３ 略 

 略 
 

様式第21号の４（第６条関係） 様式第21号の４（第６条関係） 

 略 

（備考） この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県

知事に対し審査請求をすることができます。 

     また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求

に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告と

してこの決定の取消しの訴えを提起することができま

す。 

     ただし、次の１から３までのいずれかに該当すると 

 略 

（備考） この決定に不服があるときは、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県

知事に対し審査請求をすることができます。 

     また、この決定の取消しの訴えは、上記の審査請求

に対する裁決を経た後でなければ提起することができ

ません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告と

してこの決定の取消しの訴えを提起することができま

す。 

     ただし、次の１から３までのいずれかに該当すると 
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改正前 改正後 

きは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取

消しの訴えを提起することができます。 

    １ 審査請求をした日の翌日から起算して50日を経過

しても裁決がないとき。 

 

 

 

 

    ２・３ 略 
 

きは、審査請求に対する裁決を経ないでこの決定の取

消しの訴えを提起することができます。 

    １ 審査請求をした日（行政不服審査法第23条の規定

により不備を補正すべきことを命じられた場合にあ

っては、当該不備を補正した日）の翌日から起算し

て50日（50日以内に同法第43条第３項の規定により

通知を受けた場合は70日）を経過しても裁決がない

とき。 

    ２・３ 略 
 

様式第30号（第13条関係） 様式第30号（第13条関係） 

  略   略 

１・２ 略 

３ 不服申立ての教示の有無及びその内容 
 

１・２ 略 

３ 審査請求の教示の有無及びその内容 
 

 略 
 

 略 
 

 （児童福祉法第56条の規定に基づく負担金徴収等規則の一部改正） 

第４条 児童福祉法第56条の規定に基づく負担金徴収等規則（昭和55年佐賀県規則第41号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第１号（第３条関係） 様式第１号（第３条関係） 

  略   略 

  この決定に不服があるときは、この通知のあった日の翌日から

起算して60日以内に佐賀県知事に対して審査請求（異議申立て）

をすることができます。 

  また、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐

賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として取消しの

訴えを提起することができます。 

  この決定に不服があるときは、この通知のあった日の翌日から

起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査請求をすることがで

きます。 

  また、この決定を知った日の翌日から起算して６箇月以内に佐

賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として取消しの

訴えを提起することができます。 
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 （佐賀県小規模水道条例施行規則の一部改正） 

第５条 佐賀県小規模水道条例施行規則（昭和35年佐賀県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

第２号様式 第２号様式 

  略   略 

      年  月  日付け 第  号で確認申請の小規模水

道敷設工事の設計は、次のとおり佐賀県小規模水道条例第３条第

１項の基準に適合しません。（次の理由により基準に適合するかし

ないかを判断することができないので通知します。） 

  なお、この処分に不服がある場合には、この処分があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この処分があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は、佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付け 第  号で確認申請の小規模水

道敷設工事の設計は、次のとおり佐賀県小規模水道条例第３条第

１項の基準に適合しません。（次の理由により基準に適合するかし

ないかを判断することができないので通知します。） 

  なお、この処分に不服がある場合には、この処分があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この処分があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は、佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  略   略 

 （肥料取締法施行細則の一部改正） 

第６条 肥料取締法施行細則（昭和25年佐賀県規則第53号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

  （報告の徴収） 

第８条 略 第８条 略 

 （意見の聴取）  

第12条 法第34条第２項に規定による意見の聴取については、別に

定める。 

 

第13条 知事は、法第34条第１項の規定による不服の申立てに基く、  
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意見聴取会を開催したときは、意見聴取会の終了後速やかに、処

分を決定し、文書によりこれを当該申立人に通知するものとする。 

   附 則    附 則 

第14条・第15条 略 第12条・第13条 略 

 （佐賀県屋外広告物条例施行規則の一部改正） 

第７条 佐賀県屋外広告物条例施行規則（昭和39年佐賀県規則第69号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

第１号様式（第２条関係） 第１号様式（第２条関係） 

  略   略 

 略 

 略  略 

許可の条

件又は不

許可及び

その理由 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して60日以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して異議申立てをするこ

とができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
 

 略 

 略  略 

許可の条

件又は不

許可及び

その理由 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して審査請求をすること

ができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
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改正前 改正後 

  略   略 

第５号様式（第５条関係） 第５号様式（第５条関係） 

  略   略 

 略 

 略  略 

許可の条

件 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して60日以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して異議申立てをするこ

とができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
 

 略 

 略  略 

許可の条

件 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して審査請求をすること

ができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
 

  略   略 
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改正前 改正後 

第６号様式（第５条関係） 第６号様式（第５条関係） 

  略   略 

 略 

 略  略 

許可の条

件 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して60日以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して異議申立てをするこ

とができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
 

 略 

 略  略 

許可の条

件 

 この処分に不服がある

場合には、この決定があっ

たことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、

佐賀県知事・武雄市長に対

して審査請求をすること

ができます。 

 また、この処分を知った

日の翌日から起算して６

月以内に佐賀県（代表者は

佐 賀 県 知 事 と な り ま

す。）・武雄市（代表者は

武雄市長となります。）を

被告として取消訴訟を提

起することができます。 
 

  略   略 

 （佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則の一部改正） 

第８条 佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則（昭和60年佐賀県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第５号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係） 

  略   略 

 注 この処分に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の  注 この処分に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の



18 

改正前 改正後 

翌日から起算して60日以内に、知事に対して不服申立てをする

ことができます。 

   また、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６月以

内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

翌日から起算して３月以内に、知事に対して審査請求をするこ

とができます。 

   また、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６月以

内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 （知事が管理する公文書の開示等に関する規則の一部改正） 

第９条 知事が管理する公文書の開示等に関する規則（昭和62年佐賀県規則第41号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り公文書の一部を開示することと決定したので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り公文書の一部を開示することと決定したので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  略   略 

様式第４号（第４条関係） 様式第４号（第４条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り開示しないことと決定したので通知します。 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り開示しないことと決定したので通知します。 
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  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  略   略 

様式第５号（第４条関係） 様式第５号（第４条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り請求を拒否することとしたので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り請求を拒否することとしたので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第６号（第４条関係） 様式第６号（第４条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り公文書が不存在のため開示しないことと決定したので通知しま

す。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

      年  月  日付けで開示請求のあった公文書につい

ては、佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定により、次のとお

り公文書が不存在のため開示しないことと決定したので通知しま

す。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して
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異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第11号（第７条関係） 様式第11号（第７条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けであなた（貴団体）から「公文書

の開示決定等に関する意見書」の提出がありました公文書につい

ては、次のとおり開示することと決定しましたので、佐賀県情報

公開条例第13条第３項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができますが、開示の実施を停止するため

には、開示を実施する日までに異議申立てと併せて執行停止の申

立てをする必要があります。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けであなた（貴団体）から「公文書

の開示決定等に関する意見書」の提出がありました公文書につい

ては、次のとおり開示することと決定しましたので、佐賀県情報

公開条例第13条第３項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができますが、開示の実施を停止するために

は、開示を実施する日までに審査請求と併せて執行停止の申立て

をする必要があります。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第12号（第10条関係） 様式第12号（第10条関係） 

  略   略 

  佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定に基づく開示決定等に

対する次の不服申立てについては、同条例第17条の規定により佐

賀県情報公開・個人情報保護審査会に諮問しましたので、同条例

第18条の規定により通知します。 

  佐賀県情報公開条例第10条第１項の規定に基づく開示決定等に

対する次の審査請求については、同条例第17条の規定により佐賀

県情報公開・個人情報保護審査会に諮問しましたので、同条例第

18条の規定により通知します。 
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不服申立てに係る公文

書の件名又は内容 

 

不服申立てに係る開示

決定等の内容 

 

 

 

 

不服申立ての内容 (1) 不服申立て年月日 

    年  月  日 

(2) 不服申立ての趣旨 

 

 略  
 

審査請求に係る公文書

の件名又は内容 

 

審査請求に係る開示決

定等の内容 

 

開示請求があった年月

日 

    年  月  日 

審査請求の内容 (1) 審査請求年月日 

    年  月  日 

(2) 審査請求の趣旨 

 

 略  
 

  備考 審査請求に係る開示決定等の内容は、開示決定等について

の審査請求の場合にのみ記載し、不作為についての審査請求

の場合は斜線を引くこと。 

様式第13号（第10条関係） 様式第13号（第10条関係） 

  略   略 

  次の不服申立てについては、決定する期間を延長したので、佐

賀県情報公開条例第18条第２項の規定により通知します。 

  次の審査請求については、決定する期間を延長したので、佐賀

県情報公開条例第18条第２項の規定により通知します。 

不服申立ての対象とな

った決定 

    年  月  日 

（決定の内容） 

 

 

 

 

佐賀県情報公開条例第

18条第２項の規定によ

る決定機関 

 略 

 略  
 

審査請求の対象となっ

た決定 

    年  月  日 

（決定の内容） 

 

開示請求があった年月

日 

    年  月  日 

佐賀県情報公開条例第

18条第２項の規定によ

る決定機関 

 略 

 略  
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  備考 審査請求の対象となった決定は、開示決定等についての審

査請求の場合にのみ記載し、不作為についての審査請求の場

合は斜線を引くこと。 

 （知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部改正） 

第10条 知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成14年佐賀県規則第９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第４号（第５条関係） 様式第４号（第５条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり個人情報の一部を開示することと決定したので通知しま

す。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり個人情報の一部を開示することと決定したので通知しま

す。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  略   略 

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり開示しないことと決定したので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり開示しないことと決定したので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと
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を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  略   略 

様式第６号（第５条関係） 様式第６号（第５条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり請求を拒否することとしたので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり請求を拒否することとしたので通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第７号（第５条関係） 様式第７号（第５条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり個人情報が不存在のため開示しないことと決定したので

通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第17条第１項の規定により、次

のとおり個人情報が不存在のため開示しないことと決定したので

通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 
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  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第10号（第６条関係） 様式第10号（第６条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けであなた（貴団体）から「個人情

報の開示決定等に関する意見書」の提出がありました個人情報に

ついては、次のとおり開示することと決定しましたので、佐賀県

個人情報保護条例第18条第３項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができますが、開示の実施を停止するため

には、開示を実施する日までに異議申立てと併せて執行停止の申

立てをする必要があります。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けであなた（貴団体）から「個人情

報の開示決定等に関する意見書」の提出がありました個人情報に

ついては、次のとおり開示することと決定しましたので、佐賀県

個人情報保護条例第18条第３項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができますが、開示の実施を停止するために

は、開示を実施する日までに審査請求と併せて執行停止の申立て

をする必要があります。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第13号（第12条関係） 様式第13号（第12条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで訂正請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第24条第１項の規定により、一

部を訂正することと決定し、次のとおり訂正しましたので、同条

第２項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

      年  月  日付けで訂正請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第24条第１項の規定により、一

部を訂正することと決定し、次のとおり訂正しましたので、同条

第２項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して
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異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第14号（第12条関係） 様式第14号（第12条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで訂正請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第24条第１項の規定により、次

のとおり訂正しないことと決定したので、同条第３項の規定によ

り通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで訂正請求のあった個人情報につ

いては、佐賀県個人情報保護条例第24条第１項の規定により、次

のとおり訂正しないことと決定したので、同条第３項の規定によ

り通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第17号の２（第14条関係） 様式第17号の２（第14条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで利用停止請求のあった個人情報

については、佐賀県個人情報保護条例第27条第１項の規定により

一部を利用停止することと決定し、次のとおり利用停止しました

ので、同条第２項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

      年  月  日付けで利用停止請求のあった個人情報

については、佐賀県個人情報保護条例第27条第１項の規定により

一部を利用停止することと決定し、次のとおり利用停止しました

ので、同条第２項の規定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 
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  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第17号の３（第14条関係） 様式第17号の３（第14条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで利用停止請求のあった個人情報

については、佐賀県個人情報保護条例第27条第１項の規定により、

次のとおり利用停止しないことと決定したので、同条第３項の規

定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して

異議申立てをすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで利用停止請求のあった個人情報

については、佐賀県個人情報保護条例第27条第１項の規定により、

次のとおり利用停止しないことと決定したので、同条第３項の規

定により通知します。 

  なお、この決定に不服がある場合には、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して

審査請求をすることができます。 

  また、この決定があったことを知った日から起算して６箇月以

内に、佐賀県（代表者は佐賀県知事となります。）を被告として

取消訴訟を提起することができます。 

 略 
 

 略 
 

様式第18号（第15条関係） 様式第18号（第15条関係） 

  略   略 

  次の不服申立てについては、佐賀県個人情報保護条例第30条第

１項の規定により佐賀県情報公開・個人情報保護審査会に諮問し

ましたので、同条例第31条第１項の規定により通知します。 

次の審査請求については、佐賀県個人情報保護条例第30条第１

項の規定により佐賀県情報公開・個人情報保護審査会に諮問しま

したので、同条例第31条第１項の規定により通知します。 

不服申立てに係る個人

情報の内容 

 

不服申立ての対象とな

った決定 

   年 月 日付け 第  号 

（決定の内容） 

審査請求に係る個人情

報の内容 

 

審査請求の対象となっ

た決定 

   年 月 日付け 第  号 

（決定の内容） 
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不服申立の内容 (1) 不服申立て年月日 

    年  月  日 

(2) 不服申立ての趣旨 

 

 略  
 

  

開示請求、訂正請求又

は利用停止請求があっ

た年月日 

    年  月  日 

審査請求の内容 (1) 審査請求年月日 

    年  月  日 

(2) 審査請求の趣旨 

 

 略  
 

  備考 審査請求の対象となった決定は、開示決定等についての審

査請求の場合にのみ記載し、不作為についての審査請求の場

合は斜線を引くこと。 

様式第19号（第15条関係） 様式第19号（第15条関係） 

  略   略 

  次の不服申立てについては、佐賀県個人情報保護条例第30条第

２項の規定により、次のとおり決定する期間を延長しましたので、

同条例第31条第２項の規定により通知します。 

  次の審査請求については、佐賀県個人情報保護条例第30条第２

項の規定により、次のとおり決定する期間を延長しましたので、

同条例第31条第２項の規定により通知します。 

不服申立ての対象と

なった決定 

   年 月 日付け 第  号 

（決定の内容） 

 

 

 

 

 

佐賀県個人情報保護

条例第30条第２項の

規定による決定機関 

 略 

 略  
 

審査請求の対象となっ

た決定 

   年 月 日付け 第  号 

（決定の内容） 

 

開示請求、訂正請求又

は利用停止請求があっ

た年月日 

    年  月  日 

佐賀県個人情報保護条

例第30条第２項の規定

による決定機関 

 略 

 略  
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  備考 審査請求の対象となった決定は、決定についての審査請求

の場合にのみ記載し、不作為についての審査請求の場合は斜

線を引くこと。 

 （佐賀県公有財産規則の一部改正） 

第11条 佐賀県公有財産規則（昭和40年佐賀県規則第６号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第10号（第19条の２関係） 様式第10号（第19条の２関係） 

  略   略 

 １～８ 略 

 ９ 決定に不服がある場合 

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して60日以内に、知事に対して異議申立て

をすることができる。 

   また、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６月以内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となる。）を被告とし

てこの決定の取消しの訴えを提起することができる。 

 １～８ 略 

 ９ 決定に不服がある場合 

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内に、知事に対して審査請求を

することができる。 

   また、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６月以内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となる。）を被告とし

てこの決定の取消しの訴えを提起することができる。 

 （注） 略  （注） 略 

様式第11号（第20条関係） 様式第11号（第20条関係） 

  略   略 

 略 

使用料（希望額） 

 

 

 略 
 

 略  

使用料の減免を希望

する場合は、その理由 

 

 略  
 

  略   略 

様式第13号（第20条関係） 様式第13号（第20条関係） 
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  略   略 

 １～７ 略 

 ８ 決定に不服がある場合 

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して60日以内に、知事に対して異議申立て

をすることができる。 

   また、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６月以内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となる。）を被告とし

てこの決定の取消しの訴えを提起することができる。 

 １～７ 略 

 ８ 決定に不服がある場合 

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内に、知事に対して審査請求を

することができる。 

   また、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６月以内に佐賀県（代表者は佐賀県知事となる。）を被告とし

てこの決定の取消しの訴えを提起することができる。 

 注 略  注 略 

 （佐賀県職員の退職手当に関する条例施行規則の一部改正） 

第12条 佐賀県職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和59年佐賀県規則第67号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第24号（第27条関係） 様式第24号（第27条関係） 

  略   略 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第12条第１項 

第14条第１項 
の規定に 

 より、一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分として、下記の金額を支払わないこととする。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第12条第１項 

第14条第１項 
の規定に 

 より、一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分として、下記の金額を支払わないこととする。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 
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  略   略 

様式第25号（第27条関係） 様式第25号（第27条関係） 

  略   略 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第14条第１項 

第14条第２項 
の規定に 

 より、一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分として、下記の金額を支払わないこととする。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第14条第１項 

第14条第２項 
の規定に 

 より、一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする

処分として、下記の金額を支払わないこととする。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第26号（第28条関係） 様式第26号（第28条関係） 

  略   略 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第１項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができ、その後においては、この処分の後の事

情の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てること

ができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第１項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができ、その後においては、この処分の後の事情

の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てることが

できる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 
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様式第27号（第28条関係） 様式第27号（第28条関係） 

  略   略 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第２項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができ、その後においては、この処分の後の事

情の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てること

ができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第２項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができ、その後においては、この処分の後の事情

の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てることが

できる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第28号（第28条関係） 様式第28号（第28条関係） 

  略   略 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第２項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができ、その後においては、この処分の後の事

情の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てること

ができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第２項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができ、その後においては、この処分の後の事情

の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てることが

できる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第29号（第28条関係） 様式第29号（第28条関係） 
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改正前 改正後 

  略   略 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第３項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができ、その後においては、この処分の後の事

情の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てること

ができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第13条第３項の規定によ

り、一般の退職手当等の額の支払を差し止める。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができ、その後においては、この処分の後の事情

の変化を理由に(1)に対し、この処分の取消しを申し立てることが

できる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は(2)となる。）を被告としてこの処

分の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第30号（第29条関係） 様式第30号（第29条関係） 

  略   略 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第15条第１項の規定によ

り、すでに支払われた一般の退職手当等の額のうち下記の金額の

返納を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  佐賀県職員の退職手当に関する条例第15条第１項の規定によ

り、すでに支払われた一般の退職手当等の額のうち下記の金額の

返納を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第31号（第29条関係） 様式第31号（第29条関係） 

  略   略 
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改正前 改正後 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第15条第１項 

第16条第１項 
の規定に 

 より、既に支払われた一般の退職手当等の額のうち下記の金額の

返納を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第15条第１項 

第16条第１項 
の規定に 

 より、既に支払われた一般の退職手当等の額のうち下記の金額の

返納を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第33号（第31条関係） 様式第33号（第31条関係） 

  略   略 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 

第17条第１項 

第17条第２項 

第17条第３項 

の規定に 

 より、退職手当受給者に対し既に支払われた一般の退職手当等の

額に相当する額のうち下記の金額の納付を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 

第17条第１項 

第17条第２項 

第17条第３項 

の規定に 

 より、退職手当受給者に対し既に支払われた一般の退職手当等の

額に相当する額のうち下記の金額の納付を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

様式第34号（第31条関係） 様式第34号（第31条関係） 

  略   略 
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改正前 改正後 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第17条第４項 

第17条第５項 
の規定に 

 より、退職手当の受給者に対し既に支払われた一般の退職手当等

の額に相当する額のうち下記の金額の納付を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して60日以内に佐賀県知事に対して不服

申立てをすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

佐賀県職員の退職手当に関する条例 
第17条第４項 

第17条第５項 
の規定に 

 より、退職手当の受給者に対し既に支払われた一般の退職手当等

の額に相当する額のうち下記の金額の納付を命ずる。 

  なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内に佐賀県知事に対して審査

請求をすることができる。 

  また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、佐賀県（代表者は※となる。）を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することができる。 

  略   略 

 （住民基本台帳法施行細則の一部改正） 

第13条 住民基本台帳法施行細則（平成20年佐賀県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第７号（第７条関係） 様式第７号（第７条関係） 

  略   略 

      年  月  日付けで申出のあった本人確認情報の訂

正等については、住民基本台帳法第30条の35の規定により、次の

とおり調査結果を通知します。 

  なお、この処分に不服がある場合には、この処分を知った日の

翌日から起算して60日以内に、佐賀県知事に対して異議申し立て

をすることができます。 

  また、この処分を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、

佐賀県（代表者は、佐賀県知事となります。）を被告として取消訴

訟を提起することができます。 

      年  月  日付けで申出のあった本人確認情報の訂

正等については、住民基本台帳法第30条の35の規定により、次の

とおり調査結果を通知します。 

  なお、この処分に不服がある場合には、この処分を知った日の

翌日から起算して３月以内に、佐賀県知事に対して審査請求をす

ることができます。 

  また、この処分を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、

佐賀県（代表者は、佐賀県知事となります。）を被告として取消訴

訟を提起することができます。 
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改正前 改正後 

 略 
 

 略 
 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 行政不服審査法（平成26年法律第68号）附則第３条の規定によりなお従前の例によるものとされた行政庁の処分又は不作為についての不

服申立てについては、この規則による改正後の佐賀県青少年健全育成条例施行規則、生活保護法施行細則、中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則、児童福祉法第56条の規定に基づく負担金徴収

等規則、佐賀県小規模水道条例施行規則、肥料取締法施行細則、佐賀県屋外広告物条例施行規則、佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関す

る条例施行規則、知事が管理する公文書の開示等に関する規則、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則、佐賀県公有財産規則、佐賀

県職員の退職手当に関する条例施行規則及び住民基本台帳法施行細則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の佐賀県青少年健全育成条例施行規則、生活保護法施行細則、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行細則、児童福祉法第56条の規定に基づく負担金徴収等規則、佐賀県小規

模水道条例施行規則、肥料取締法施行細則、佐賀県屋外広告物条例施行規則、佐賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則、知

事が管理する公文書の開示等に関する規則、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則、佐賀県公有財産規則、佐賀県職員の退職手当に

関する条例施行規則及び住民基本台帳法施行細則に規定する様式による用紙は、当該用紙が残存する間、所要の調整をして使用することが

できる。 

 


